
診療所医師を病院がバックアップする在宅医療。
主・副主治医の２人体制で「あんしん」の輪を。

総合内科医とリウマチ専門医のプロ同士が
それぞれの役割をまっとうして成立する連携。

P12

P16

多機能型精神科診療所を核として
街で暮らす患者を支える「錦糸町モデル」。

P8

P2

P6

P6
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と『質の高い医療』の両立」です。
我が国では高齢化の進展により医療
ニーズ（特に慢性期医療）が増大し
ますが、少子化によって「支え手と
なるマンパワー（たとえば看護師）」
が減少していきます。このため、「効
率的な医療提供」が非常に重要とな
っていきます。
　この観点で入院医療の方向性を考
えると、やはり「病院・病棟の機能

　入院医療については、今年１月25
日の中医協総会で１回目の議論が行
われましたが、ここで2018年度診療
報酬改定に関する注目すべきキーワ
ードが浮上しました。
　そのキーワードとは、「医療介護の
支え手が減少する中での『効率性』

分化・連携の強化」が最重要テーマ
となります。７対１入院基本料の施
設基準や、各種加算の見直しといっ
た具体的な議論は今後を待つ必要が
ありますが、そのベースとして「地
域医療構想と診療報酬の関係をどう
考えるのか」を確認しなければなり
ません。
　この点について、厚生労働省（以 
下、厚労省）保険局医療課の迫井正
深課長は、「地域の実情に応じた医療
提供体制に向けて、診療報酬がこれ
にどう寄り添うか、機能分化の推進
に診療報酬がどう資するかを議論し
てほしい。現時点の医療機能とニー
ズとの間にミスマッチはないのか、
効率的な医療提供体制となっている
のか、将来を見据えてどう考えてい
くべきかなどを深掘りしてほしい」
と説明。「高度急性期では●●入院 
料（◯◯点）、急性期では■■入院料
（□□点）」などといったイメージを
持っているわけではないと明確にし
ています。
　ところで、2016年度の前回診療報
酬改定では、７対１入院基本料の施
設基準が厳しく見直されました。そ
の結果、７対１病床数は、2015年10
月（369,700床）から改定直後の2016
年４月（366,000床）にかけて3,700
床減少し、さらに経過措置終了後
の2016年10月（362,000床）にかけて
4,000床減少するなど、緩やかな減少
傾向にあることが明らかになりまし
た（【資料１】）。
　中医協の支払側委員は「減少ペー
スが遅い」として、さらなる施設基
準の厳格化を求めていくかまえです
が、診療側委員は「改定のたびに施
設基準が見直されては医療現場が混
乱する」と、大きな見直しに猛反発
しています。
　そうした中、診療側の万代恭嗣委
員（日本病院会常任理事）は、日本

次回改定のキーワードは
「質の高い医療の効率的提供」

Zoom Up

─医療行政最前線─
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病院団体協議会（日本病院会や全日
本病院協会が加盟）が前回改定で要
望した「病棟群単位の入院基本料の
恒久化」を次期改定でも提唱してい
く考えを強調しています。

　急性期入院医療においては、DPC
制度の動きがきわめて重要です。５
月24日のDPC評価分科会では、DPC
の医療機関別係数についての議論が
行われました。
　まず基礎係数・医療機関群につい
ては、▽現在の３つの医療機関群を
維持する、▽I群・II群・III群という
名称は、各群の機能などを表すもの
に見直す、▽医療機関群の「選択」
について引き続き検討する──とい
う方向が固まりました。
　また、後述する機能評価係数IIに
ついて、厚労省は「III群では、重み
づけを変えることは難しい」とした
うえで、「I群・II群、特にII群では診
療密度や複雑性などの要件が設定さ
れ、複雑性やカバー率の高い病院で
構成されるグループなので、これら
の重みを高くすることで、そうした
機能を持つ病院をより的確に評価で
きるのではないか」との考えを示し
ました。
　ただし、この場合は、複雑性やカ
バー率がそれほどでもないII群病院
では、係数評価が下がることになる
ので、「III群を選択できる」道を用意
すべきと提案する委員もおり、この
点についての検討がさらに進められ
ます。
　なお、「『I群、II群、III群』の名称
からは、格づけを想定してしまう」
との指摘があることを踏まえ、委員
間では名称を見直す方向が了承され
ています。

　2018年度診療報酬改定では、暫定
調整係数が廃止されるため、機能評
価係数IIの重要性がこれまで以上に
高まることになります（単純計算で
1.33倍となる）。
　この点、厚労省は、導入時の６係
数（保険診療〈旧データ提出）、効率
性、カバー率、複雑性、救急医療、
地域医療）の枠組みは生かしたうえ
で、次のような見直しを行ってはど
うかと提案しています。

・地域医療係数について医療計画の
見直しなどを踏まえた対応を行う
・重症度係数について設定の目的・
趣旨に沿った他の評価方法の設定を
検証する
・後発医薬品係数について機能評価
係数Iと合わせた整理を行う
　厚労省は、後発医薬品指数・係数
については、多くの病院が上限に張
りついている現状から「機能評価係
数IIとしての役割を終えた」と判断

【資料１】7対1病床数の推移

【資料２】ICT等活用に向けた厚労省方針

※2014年４月以降は速報値であり、集計方法が異 
　なることと、病床数の増減が微小なため届出を要 
　しない場合等、誤差がありうることに留意が必要。

　2016年度より、臨床研究等ICT基盤構築研究事業
及び医療のデジタル革命実現プロジェクトにおいて、X線
や病理診断へのAIの応用や、AIを活用した診療支援シ
ステムの開発に関連した研究事業を開始している。

【遠隔診療】
•今後も関係審議会での議論を踏まえ、エビデンスを収集
　したうえで2018年度診療報酬改定での対応を検討して
　いく。
【AI】
•AIを用いた診療支援技術を確立し、2020年度までの実
　装をめざす。
•2018年度診療報酬改定において、十分なエビデンスの
　もとに、AIを用いた診療支援に向けたインセンティブ付け
　の検討を行う。

•AIを用いた最新のエビデンスや診療データの解析によ 
　り、患者が最適な診療を受けられるシステムを構築。

•AIやIoT等のICTを活用した診療支援や遠隔医療等の 
　技術革新を、診療報酬の中に、現場や国民がメリットを実 
　感できるかたちで、十分なエビデンスのもとに組み込み。

遠隔病理診断

［医師対患者のケース］

［医師対医師のケース］

DPCの医療機関群を病院が
選択できる仕組みを検討

○７対１入院基本料の届出病床数は2006年に創設されて以降増加。
○2008年以降、７対１入院基本料の増加は緩やかになり、2014年度以降は横ばいからやや減少の傾向となっている。

16.1016.415.1015.414.1014.313.712.711.710.709.708.707.706.5

［06.4］ ［08.4］ ［12.4］ ［14.4］ ［16.4］
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　外来医療については２月８日の中
医協総会で議論が行われ、「AIやICT
を活用した診療」の評価が注目を集
めました。
　塩崎恭久厚労大臣は、昨年12月の
未来投資会議・構造改革徹底推進会
合で、「遠隔診療のエビデンスを収集
したうえで、2018年度診療報酬改定
での対応を検討していく」、「AIを用

いた診療支援技術を確立し、2020年
度までの実装をめざす。2018年度診
療報酬改定でエビデンスをもとにイ
ンセンティブづけの検討を行う」方
針を示しました（【資料２】）。
　支払側委員はこの方針を高く評
価していますが、診療側委員は「拙
速すぎる」と批判。AI、ICTの導入
に対する両者の温度差が明確になり
ました。ただ、対面診療を原則とし
たうえで、ICTを補完的に拡充して
いくとの基本方針への異論はなく、
「ICTの活用をどの程度のスピード感
を持って、どの範囲にまで導入する
のか」といった点で調整が続けられ
ることになりそうです。

　２月22日の中医協総会では、主治
医機能をより拡充する「かかりつけ
医機能」の評価が議題となりました。
　2014年度診療報酬改定で、▽高血
圧症、▽糖尿病、▽脂質異常症、▽
認知症──のうちいずれか２つ以上
の疾患を有する患者に対し、服薬管
理や健康相談、介護保険にかかる相
談、在宅医療の提供や24時間対応な
どを行うことを包括的に評価する地
域包括診療料・地域包括診療加算が
創設されました。さらに、2016年度
診療報酬改定では、認知症地域包括
診療料・認知症地域包括診療加算が
新設されました。いずれも「主治医
機能」を評価するものです。
　厚労省の迫井医療課長は、2018年
度診療報酬改定に向け、こうした主
治医機能に加えて「日常診療から在
宅における療養まで」横断的に、よ
り広い視点で患者を診る「かかりつ
け医機能」を診療報酬で評価しては
どうかとの考えを示しました。
　「かかりつけ医機能」のイメージと

して、出来高の「後発医薬品使用体
制加算」（使用率に応じて28～42点）
をもとに機能評価係数Iとして評価す
る考えです。
　また、重症度係数は、先の2016年
度診療報酬改定で「調整係数から機
能評価係数IIへの置き換えの中で評
価されない部分」を評価する係数と
して導入されましたが、効率化を進
めた病院でもきわめて低い値（ゼロ
の病院もある）となっており、見直
しが行われます。

効率的な外来医療に向け
AIやICTの活用を検討

日常診療から在宅まで担う
「かかりつけ医機能」

【資料３】かかりつけ医機能のイメージ（１）

【資料４】かかりつけ医機能のイメージ（２）

○疾病教育
　疾病への理解、自己管理を促す

○生活指導
　食事、運動等の生活習慣の改善を促す

○治療方針の決定
　運動療法、食事療法、薬物治療等（理
　学療法士、管理栄養士、薬剤師等との
　連携）

○服薬管理

○服薬指導（薬剤師との連携）

○治療効果の評価
　必要に応じ、治療方針の見直しや専門
　医療機関と連携し、精密検査等

○重症化の予防、早期介入

等

○在宅医療を行う場合の管理や療養
　指導

○服薬管理

○服薬指導（薬剤師との連携）

○要介護状態等に応じた療養指導

○介護との連携
　主治医意見書の作成
　介護支援専門員との連携

○急性増悪への対応
　24時間対応、専門医療機関との連携

○看取り支援

等

○専門医療機関への紹介、助言
　精密検査の依頼
　合併症に対する治療
　治療方針の見直し
　追加的治療の導入

○合併症に応じた療養指導
　在宅医療を行う場合の管理や療養
　指導

○急性増悪への対応
　24時間対応、専門医療機関等と
　の連携

等

Zoom Up
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して迫井医療課長は、日本医師会・
四病院団体協議会の合同提言におけ
る定義をベースに、生活習慣病患者
を例にとって３つの具体的な機能を
示しています（【資料３、４】）。
　健康保険組合連合会などの調査で
は、患者、国民の多くが「かかりつ
け医機能」に期待していることがわ
かっていますが、日本医師会の調査
では、「診療所は在宅患者への24時間
対応や、個々の患者の受診状況、処
方されている医薬品の把握などに負
担を感じている」（【資料５】）など、

患者、国民の期待と医療現場の実態
との間には、少しギャップがありま
す。そこで、これを診療報酬でどう
埋めていくのかが、今後の重要課題
となります。
　なお、ひとりの医師が、かかりつ
け医機能を十分に果たすのは難しい
ため、複数の医師や多職種でチーム
を構築したうえで、かかりつけ医機
能を発揮することが求められます。
その際には情報の連携が非常に重要
となりますが、厚労省は「かかりつ
け医、かかりつけ医療機関が情報連

携のリーダー役になる」よう期待し
ています。

　在宅医療については１月11日の中
医協総会で、▽多様化する在宅患者
のニーズに応えられるような新たな
サービス提供のあり方、▽地域の状
況、個々の患者の状態、医療の内容、
住まい・住まい方などを踏まえた評
価のあり方──を検討してはどうか
との論点が示されています。
　在宅医療については、前回の診療
報酬改定で大きな報酬体系の組み換
えが行われました。その効果や影響
に関しては厚労省の検証調査結果を
待つ必要がありますが、厚労省は在
宅医療における基本的な課題として
次のような点を指摘しています。
・訪問診療の対象患者の85％は要介
護者で、要介護度や認知症の状況は
さまざま

・15％程度の訪問診療患者は重症（末
期がんや難病など）で、半数超の患
者には経鼻経管栄養や酸素療法、が
ん末期の疼痛管理などさまざまな医
療提供がなされている（【資料６】）
・訪問看護ステーション数は増加し、
徐々に大規模化が進んでいるが、整
備状況には大きな地域差がある
　こうした課題の解決に向け、支払
側委員からは「医療資源は有限であ
りICTを活用すべき」との意見が、
診療側委員からは「複数医療機関に
よる訪問診療のあり方などを検討す
べき」といった意見が出されていま
す。今後、中医協で具体的な改定内
容を詰めていくことになります。

在宅患者のニーズは多様化
診療報酬でどう応えるか

【資料６】訪問診療対象患者の状況

【資料５】診療所が感じるかかりつけ医業務の負担

健康相談・血圧・脈拍測定・服薬援助・管理のみのもの

その他の医療行為（※を含むもの）
※その他の医療行為：胃ろう・腸ろう、経鼻経管栄養、吸入・吸
引、ネブライザー、創傷処置、体位変換、浣腸・摘便、褥瘡処置、イ
ンスリン注射、点滴・中心静脈栄養等、膀胱カテーテル、人工肛門
等、人工呼吸器、気管切開、酸素療法、がん末期の疼痛管理、慢
性疼痛の管理、リハビリテーション、歯科医療

○実施している業務のうち負担の
　大きな項目として、「在宅患者に
　対する24時間対応」、「患者に
　処方されているすべての医薬品
　の管理」、「患者が受診している
　すべての医療機関の把握」と回
　答した診療所が多かった。

・末期の悪性腫瘍、多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋
萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハンチントン病、進行性
筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患、多系統萎縮症、プ
リオン病、亜急性硬化性全脳炎、ライソゾーム病、副腎白質ジス
トロフィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、慢性炎症性
脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頸髄損傷、人工
呼吸器を使用している状態

＊n数は現在実施している診療所数。 
 「回答割合＝負担と回答した診療所÷  
 実施している診療所」

別表７に規定する疾病

○訪問診療対象患者のうち約15％は、別表７に規定する疾患に罹患していた。

○訪問診療対象患者のうち46％は、調査項目のうち「健康相談」、「血圧・脈拍の測定」、「服薬援助・管理」にのみ該当する一方、
　残りの54％はなんらかの医療行為に該当していた。

鳥海 和輝
医療ジャーナリスト
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回は、全都道府県で策定が完了した地域医療構想
と、病院が毎年度実施している病床機能報告制度

の関係について考えてみましょう。
　地域医療構想では、2025年の医療需要（予測患者数）
にもとづき、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の
ベッドをどの程度整備すべきかを明らかにします。そ
の際、１例として高度急性期については、「１日当たり
の資源投入量が3,000点以上」（入院料を除く）などと
規定されました。都道府県では、この基準に則して「高
度急性期のベッドが何床必要」のように計算し、地域
医療構想を策定します。
　一方、病床機能報告制度では、病院が、自院の各病
棟の機能をどう考えるか（現在及び将来）を都道府県
に報告します。ところが最近、「病棟に入院している患
者に対する医療資源投入量を見て、3,000点以上の患者
割合が高ければ高度急性期になる」との誤解が一部に

あることがわかりました。
　実際には、地域医療構想策定における医療資源投入
量は、あくまで「地域で必要なベッド数を計算するた
めの指標」であり、個別病院、病棟における医療機能
とは関係しません。
　たとえば腫瘍内科において、がんのケモセラピーを
行うにあたって高額な抗がん剤を用いれば、「１日当た
り3,000点」の基準は軽くクリアします。しかし、「そ
の患者が、果たして高度急性期の患者だろうか」と考
えれば、必ずしもそうでないことがご理解いただける
でしょう。
　病床機能報告制度において、厚生労働省は一部特定
入院料（救命救急入院料など）と医療機能のひもづけ
を2016年３月に行っており、これからも分析が続けら
れます。こうした点を参考に、今後の病床機能報告を
行っていただきたいと思います。

高度急性期、急性期、回復期、慢性期の
各医療機能の基準をどう考えるのか

回から２回にわたり、患者の在宅復帰を検討して
いくうえで医療者も知っておくべき介護サービ

スの動向を紹介します。在宅復帰のため、現在どのよ
うなサービスがあり、また今後どのようなサービスの
活用が進む可能性があるのかをとり上げますが、今回
は「施設・居住系」サービスを解説しましょう。
　介護サービスの種類には大きく分けて、施設・居住 
系、通所系、訪問系のサービスがあります。医療機関に
とって馴染み深いのは、特に施設・居住系サービスで
しょう。いわゆる介護保険３施設と称する特別養護老
人ホーム（特養）、介護老人保健施設（老健）、介護療養
型医療施設（介護療養）、及び介護付き有料老人ホーム
（介護付き有老）等が該当し、厳密には介護サービスで
はないですが、サービス付き高齢者向け住宅（サ高住）
もこれに分類されます。この中で看護師が常駐している

サービスは、特養、老健、介護療養、介護付き有老です。
医療必要度が高いケースでは、老健や介護療養が退院
先となるケースが多かったものの、近年ではサ高住（介
護・医療サービスは外づけ）でも積極的に中重度者を
受け入れられるよう、訪問看護サービスや在宅医療ク
リニックを施設に併設したケース、透析設備を具備す
るケース、在宅ホスピス機能を強化するケースなどが
見られるようになってきました。
　病院からの早期退院が求められる中、今後は医療必
要度の高い患者も在宅復帰を迫られるでしょう。現に
直近の介護報酬改定でも、「中重度対応」、「看取り対応」
には重点的評価がなされています。医療・介護に対す
る時代の要望に合わせて施設・居住系サービスも多様
に変化してきており、病院の医療者は地域の事業者の
動向についても確認していくことが重要です。

医療者も知っておくべき介護サービスの動向（１）
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診療サポート情報

糖尿病専門医が語るカナグリフロジンへの期待［第２回］

疾患・治療情報

糖尿病 グローバルKOLインタビュー

高齢者糖尿病治療UPDATE
「高齢者糖尿病の血糖コントロール目標」を策定された合同委員会の先生方を取材、それぞれのお立場からの
解説に加えて、委員会設立の経緯や本指針への思いなどを全５回シリーズでお届けします。

稲垣 暢也 先生〈司会〉（京都大学大学院医学研究科 糖尿病・内分泌・栄養内科学 教授）
横手 幸太郎 先生（千葉大学大学院医学研究院 細胞治療内科学 教授）

Robert R. Henry先生（Professor of Medicine, University of California, San Diego, Chief, Section of
Endocrinology, Metabolism & Diabetes Veterans Affairs San Diego Healthcare System）

鈴木 亮 先生（東京大学大学院医学系研究科 糖尿病・代謝内科 講師）
綿田 裕孝 先生（順天堂大学大学院医学研究科 代謝内分泌内科学 教授）

詳しくは、田辺三菱製薬 医療関係者情報サイトMedical View Pointをご覧ください。

http://medical.mt-pharma.co.jp 田辺三菱製薬　医療 検索検索

Med ica l  V iew Po in tは田辺三菱製薬が運営する
医師・薬剤師など医療関係者を対象としたWEBサイトです。

会員限定

会員限定

海外のKOL（Key opinion leader）の先生方から、カナグルのデータに対する評価を
コメント頂いております。

（座談会）高齢者糖尿病の治療［第５回］

医療連携

医療情報

医療連携New Approach
「医療連携」をテーマに、先進的・特徴的な取り組みを行っている医療機関を取材し、先生方の思いや具体的な
取り組み内容など、最新の活きた情報をお届けするコンテンツです。

会員限定

大学・病院・診療所で役割分担。
症例検討会で地域のRA治療を標準化。
医師派遣でリウマチ科新設も支援。

［第３回］

2016年度の診療報酬改定時の主な項目について概略
や算定要件等をわかりやすく解説しています。

2016年度の調剤報酬改定時に新設・改定された項目を
中心に概略や算定要件等をわかりやすく解説しています。

2016年度の改訂におけるDPC/PDPS（急性期入院医療の診断群分類に基づく定額報酬算定制度）の基本的な
仕組みやポイントをわかりやすく解説しています。

チーム医療の推進と地域医療者との連携強化。
在宅療養まで切れ目のない支援体制を構築。　
臨床研究部を立ち上げ、ALS医療の向上へ貢献。

［第４回］

は会員以外の方もご覧いただけます。



多機能型精神科診療所を核として
街で暮らす患者を支える「錦糸町モデル」。

　医療法人社団草思会理事長の窪田
先生（精神科医）は、1978年、東京
都墨田区の東京都立墨東病院に、日
本で最初の精神科救急病棟が開設さ
れた際に同院に赴任し、錦糸町とい
う街に出合った。
「墨田区、江東区、江戸川区から成る
東京都区東部医療圏は当時、精神医
療の過疎地域とも言える状況で、専
門病院はひとつもなく有床診療所が
２つあるだけでした。
　そのような場に、いきなり30床の
救急病棟ができて７名の若手精神科
専門医がそろったわけです。『いった
ん入院したらなかなか退院できない

のが精神科』。当時の一般的なイメー
ジを覆すようにスタッフが一丸とな
り総力をあげて治療し、短期間の入
院後、退院させていきました。30床
が年間５回転ほどするので、１年で
約150名が退院していった計算になり
ます」（窪田先生）
　ところが、退院したものの、たと
えば支えてくれる人がいない、就職

ができないなど、家や街に居場所を
見つけられず精神的な安定を維持で
きないため、遊びに来た退院患者で
病院ホールがあふれてしまう事態と
なった。退院時に「いつでも遊びに
おいで」と声をかけると救急病棟を
訪れる患者が絶えなかったという。
　「退院した患者さんの居場所がない
のはおかしい、精神医療にもコミュ

左から窪田先生、東氏、井上氏、松本氏、尾崎氏

Point of View

Practice of Network

1取材日：2017年３月17日

窪田 彰先生

医療法人社団草思会理事長
クボタクリニック院長

東 健太郎氏

医療法人社団草思会
錦糸町クボタクリニック地域ケア部長／
錦糸町相談支援センター所長

井上 新氏

医療法人社団草思会
錦糸町訪問看護ステーション所長

松本 優子氏

医療法人社団草思会
錦糸町就労支援センター所長

尾崎 多香子氏

医療法人社団草思会
錦糸町クボタクリニック

デイケア部長

Menta l Disorders
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ニティケアが必要だ」。現在の「錦糸
町モデル」は、およそ40年前の窪田
先生のこの決意からスタートしたの
である。

　窪田先生は勤務医をしながら、ま
ず通院者クラブをつくって定期的に
楽しめる集まりを開き、次は文字ど
おりの居場所となるクラブハウスを
患者からの直接の求めに応じてつく
ることになる。
「患者さんのご家族や病院スタッフ、
地域の保健師などに寄附金を募った
ら、２ヵ月足らずでなんと約90万円
が集まりました。格安の家賃で部屋
を貸してくれる家主も現れ、２年後
には墨田区から家賃相当の補助金が
支給され始めた。精神医療に関して
何もない地域だったからこそ、地域
の賛同が得られやすかったのかもし
れません」（窪田先生）
　こうして1981年、クラブハウス「友
の家」がオープンした。友の家は、
日本で最初に公的補助金を受けた精
神疾患患者のためのクラブハウスと
して認知され、後に社会福祉法人お
いてけ堀協会の礎となる。
　友の家設立後の1980年代半ばから
精神医療においては薬物療法が目覚
ましく進展し始める。墨東病院に限
らず、精神科病院から退院する患者
はどんどん増えていった。そこで、

勤務医として診療にあたりながらコ
ミュニティケアのあり方を模索して
いた窪田先生だが、異動の話をきっ
かけに1986年、土地勘があり縁の深
い錦糸町の街での開業を決心する。

「開業してみて、やはり最初に必要な
のはデイケアだろうと思いました。
ただ、当初は法規制のため、診療所
にデイケアの併設ができませんでし
た。厚生省（当時）など行政に訴え
を続け、診療所にもデイケア開設が
認められたのは1988年です。
　デイケアを始めてスタッフが増え
てくると、今度は、在宅患者の訪問

に行ったらどうか、診
療とは別に相談に乗る
仕組みもあるほうがい
いだろうと考えは広が
っていき、医療法人社
団草思会を組織しまし
た」（窪田先生）
　必要だと思う施設を
つくり、医療スタッフ

を充実させていくうちに、いつしか
多職種多機能チームができあがって
いたという。開業から30年余りの現
在、デイケアとナイトケアを併設し
た２つのクリニックと訪問看護ステ
ーション、相談支援センター、就労
支援センターが徒歩圏内に点在して
いる。これらの医療・福祉施設のス
タッフは全体で80名ほどにもなるそ
うだ。窪田先生は、医療法人社団草
思会のほか、前述の社会福祉法人お
いてけ堀協会の理事長として自立支
援事業所の運営にも尽力している。
　錦糸町相談支援センター所長を務
め、各施設をつなぐ錦糸町クボタク
リニック地域ケア部長でもある東氏
が語る。
「たずさわるスタッフは、看護師、精
神保健福祉士、臨床心理士、作業療
法士など専門的な資格を持つ者が大
半。また事務スタッフもチームの中
で重要な存在です。さらに地域の保
健師や生活保護ケースワーカー、居
宅介護ヘルパーといった方々とも連
携して活動しています」（東氏）
　つまり、いくつもの機能別の小
規模な拠点が連携し、それらがさら

Menta l D isorders
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に努めるのが主な仕事です。
　大切にしているのは、患者さんに
とって自宅は“ホーム”で、訪問す
る私たちは“アウェイ”だと意識し、
患者さんを尊重すること、まずは話
をよく聞くことです。外来で医師に
は言えなかった話を我々にならば話
してくださる場合もあり、それを医
師と話し合えば、治療の役に立つで
しょう」（井上氏）
　「デイケアも訪問看護と同様、医療
の場です」と語るのは、錦糸町クボ
タクリニックのデイケア部長の尾崎
氏だ。
「デイケアはグループを活用した治療
の場として、医師、看護師、精神保
健福祉士、作業療法士、臨床心理士
など、さまざまな職種のいろいろな
価値観を持つスタッフがかかわって
運営しています」（尾崎氏）
「もともとは、退院後の統合失調症患
者の支援や再発予防のため、気兼ね
なくすごせる場所を提供することが

主目的でした。現在は、人といっし
ょにいること自体が苦痛な患者さん
がなんとか人の輪に溶け込め、いず
れは就労にまでつなげられるような
トレーニングの場を兼ねています」
（窪田先生）
「人とのコミュニケーションの持ち方
を身につけていってもらいたいです
ね。そのために、多彩なプログラム
を用意しています。
　音楽鑑賞や、手芸や簡単な調理な
どの手作業、ストレッチやトリムバ
レーなどのスポーツ、パソコンなど
いろいろある中のひとつにでも興味
や関心を持ってもらえれば、それを
きっかけに人の輪に入って、徐々に
人とすごすことに慣れていけると思
うのです」（尾崎氏）
　昼食をはさんで、午前・午後と日
中の大半をすごすデイケアだけでな
く、課題別に短時間で少人数向けに
実施するショートケアや、調理と夕
食をともにするナイトケアと称する

に区の福祉事務所や保健所、ほかの
NPO法人や民間事業所によるグルー
プホーム、福祉作業所、就労移行支
援施設、相談支援施設などともつな
がり、多職種による医療と福祉の連
携を実現しているのが、錦糸町モデ
ルなのである。

　機能別の拠点の各施設や各専門ス
タッフは、それぞれどのような役割
を果たしているのか。まず、錦糸町
訪問看護ステーション所長の井上氏
に聞いてみた。
「患者さんが在宅でどのような生活を
送っているのかなど、治療の参考に
なる情報を医師に伝えること。そし
て、薬物療法がきちんと効果を上げ
るように患者さんの服薬状況を確認
し、薬を正しく飲めていない場合に
はその原因を探り、ともに課題解決

ハローワーク墨田

蔵前橋通り

春日通り

京葉道路

四
ツ
目
通
り

横
十
間
川

錦糸町両国

墨田区

江東区

サンフラワーハウス
グループホーム

本所保健センター

錦糸公園

墨田区役所
（福祉事務所）

ゆめたまご すみだ
すみだ障害者就労
支援総合センター

都立墨東病院
精神科救急、デイケア

錦糸町訪問
看護ステーション

ユニークがらん堂
生活訓練＋B型

クボタクリニック
デイケア、ナイトケア

ユニークジョブサポート
就労移行支援＋B型

友の家
地域生活支援センター

ユニーク工芸
就労継続支援B型

錦糸町就労支援センター
就労移行支援＋B型

錦糸町クボタクリニック
デイケア、ナイトケア

錦糸町相談支援センター

錦糸町就労支援センター
（両国分室）
就労継続支援B型
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プログラムもあり、各々の患者が居
心地の良い雰囲気や時間帯を選んで
参加できる。
「状態が安定した方には、ハローワー
ク見学などのプログラムもあり、少
しずつ就労を意識してもらうように
導いています」（尾崎氏）
　外来に通院しながら訪問看護やデ
イケアを利用している患者は、医療
サービスを受けながら「街で暮らす」
ことに馴染んでいく。そして、その
次にめざすステップは「社会で生き
る」だ。錦糸町就労支援センター所
長の松本氏が語る。
「私たちが提供しているのは、医療保
険の領域ではなく障害者福祉サービ
スで、就労継続支援B型と就労移行
支援の２つの業務を担っています。
　就労継続支援B型では、手工芸品
の製作・販売や内職作業などを行っ
て工賃を得ながら、就労に向けて動
機づけを高めていきます。就労移行
支援においては、就職活動に必要と
なるビジネススキルやコミュニケー

ション能力、就労を長続きさせるた
めの体力づくりの講習を実施し、就
職へとつなげます。もちろん就職後
も主治医と連携し、職場訪問などを
通じて継続的にバックアップしてい
きます」（松本氏）
「外来での診療から就労まで、医療か
ら福祉までをシームレスにつなげ、
患者さんが『社会で生きる』支援を
していくのが、私たちのめざすとこ
ろです」（窪田先生）

　医療と福祉のシームレスな連携の
ため、複数の施設と多職種とをつな
ぐ役割を果たしているのが、先にご
登場いただいた東氏が責任者を務め
る錦糸町相談支援センターと錦糸町

クボタクリニック地域ケア部門だ。
「錦糸町相談支援センターでは、患者
さんがサービス等の利用計画を作成
するお手伝いをしており、その情報
を福祉だけでなく医療施設・スタッ
フとも共有するところから私たちの
仕事は始まります。
　今はまだ試験的ですが、クリニッ
クの外来ではアセスメントパスとい
う書式も使っています。ただ、退院
支援からスタートして就労まで非常
に長期にわたる連携なので、ツール
だけに頼るのは難しく、現在は、外
来終了後にスタッフが集合して行う
毎日のレビューミーティングと、そ
れをまとめたノートで主に情報共有
をしています」（東氏）
　東氏ら地域ケアにかかわるスタッ
フは、外部の施設や行政とも密に連
絡を取り合っている。
「患者さんの自宅、利用されている他
の医療機関や事業所、また区役所、
保健所、ハローワーク等に出向き、
患者さんの望む支援を実現するため
に話し合っています。医療と福祉に
またがる業務のため複雑な制度の中
でどのように患者さんを支えるのが
ベストなのかを探り、スタッフの皆
がひとつのチームとして動けるよう
に管理するのが私たちの仕事です。
　重い課題を背負った方々の支援は
医師だけ、医療機関だけでは実現で
きません。いくつもの医療と福祉の
施設や公的機関が連携して多職種が
チームとなり、顔の見えるネットワ
ークで支える発想がないと、うまく
いかないと考えています」（東氏）
　各部門のトップが語ってくれたこ
とを受け、窪田先生が力強い言葉で
取材を締めくくってくれた。
「多機能型診療所を中核として、医療
と福祉が連携し、行政やNPO法人、
民間事業所まで参加し、地域で支え
ていく錦糸町モデルは、これからの

精神疾患の医療に必ず必要なかたち
だと考えています。
　他地域でも似たような取り組みが
始まっていますが、そうした地域精
神医療連携を発展させて、いずれは
日本にも地域精神保健センターが設
置されるようにならなくてはいけな
いでしょう」（窪田先生）
　その日に向けて窪田先生は、より
重症の精神疾患、発達障害、引きこ
もりなどの症例に対する支援も視野
に入れているそうだ。誰もが普通に
街で暮らし、働ける社会をビジョン
として、錦糸町モデルは現在も進化
し続けている。

〒130-0013
東京都墨田区錦糸３-５-１
TEL：03-3623-3031

〒130-0013
東京都墨田区錦糸３-５-１
TEL：03-5637-7266

〒130-0003
東京都墨田区横川３-２-４
TEL：03-3623-2011

〒130-0013
東京都墨田区錦糸３-８-８
TEL：03-5819-1315

〒130-0013
東京都墨田区錦糸３-11-３
TEL：03-5809-7301

（審）17Ⅶ106
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　行政も医療関係者も市民も、在宅
医療充実の必要性は誰もが認めると
ころだ。しかし現状ではまだ、在宅
での療養や看取りに対して、不安を
覚えずにいられる市民は少ない。そ
うした時代の中で、明るい展望を感
じさせてくれるのが、兵庫県明石市
の「在宅医療ネットワークあんしん」
（以下、ネットワークあんしん）の取
り組みだ。
　2013年の秋から稼動しているネッ
トワークあんしんは、３人の診療所
医師の互助グループに端を発したも
のである。立ち上げメンバーのひと
り、井上外科胃腸科の井上先生が経

緯について語る。
「高齢化が進むにつれて、在宅医療の
ニーズは増える一方です。外来で長
く診ている患者さんは、続けて在宅
でも診て差し上げたいという思いと
裏腹に、ひとりの力には限りがある
と痛感し始めていました。そんな折
り、平崎内科循環器科クリニック院
長の平﨑先生から、鈴木内科クリニ

ック院長の鈴木先生と私に『一緒に
在宅をやりませんか』とお声がけい
ただき、３人で始めることになった
のです」（井上先生）
　単独では限界ギリギリでも、グル
ープでならお互いに助け合って少し
は楽に在宅での診療ができる。同時
に在宅患者は、必要ならいつでも必
ず誰か医師が来てくれるといった安

診療所医師を病院がバックアップする在宅医療。
主・副主治医の２人体制で「あんしん」の輪を。

Point of View

左から平﨑先生、鈴木先生、井上先生、譜久山先生、池垣先生

Practice of Network

2

Home Heal th Care

取材日：2017年３月２３日

平﨑 智士先生

平崎内科循環器科クリニック
院長

鈴木 光太郎先生

鈴木内科クリニック
院長

井上 知久先生

井上外科胃腸科

譜久山 剛先生

医療法人社団医仁会ふくやま病院
理事長

池垣 淳一先生

兵庫県立がんセンター
緩和ケアセンター長／

緩和ケア内科・麻酔科部長
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心を得られる。そういう在宅医療を
めざしてのスタートだった。

　以来３年半余りを経て、現在、ネ
ットワークあんしんは、７診療所の
７人の医師と、ふくやま病院など４
つの協力病院、泌尿器科、皮膚科、
歯科の協力診療所、７つの訪問看護
ステーション、２つの薬局で構成さ
れており、着実に実績を重ねている
（【資料１】）。ネットワークあんしん
の発案者、平﨑先生が説明する。
「外来診療をメインとする診療所が無
理せず効率的に在宅医療を行うため
のネットワークの構築──このコン
セプトに賛同してくださる先生方に
加わっていただいた結果です。スタ
ート時に、ちょうど開設したばかり
の訪問看護ステーションと協力体制
ができ、コーディネーター機能を果
たしてもらっています」（平﨑先生）
　コーディネーターは、患者から在
宅医療の要請があると、各医師が自
己申告する受け入れ可能な患者数や
医師の専門性、東西に細長い明石市
のどの地域の患者かなどを配慮して
適切な医師に受け入れを打診し、相
談のうえ主治医と副主治医を決める。
　鈴木先生が、主治医と副主治医の
ルールについて話してくれた。
「私たちの絶対と言っていいルール
は、副主治医が必ず患者宅を訪問し

て顔を合わせておくことです。緊急
時に初めての医師では、患者さんや
ご家族にとっては心細く、納得もい
かないでしょう。ですから、書類上
だけの副主治医ではなく、主治医と
ペアで患者さんを担当する者として
最低、一度の訪問を決まりにしてい
ます」（鈴木先生）
　このルール以外の決まりはそう多
くはなく、主治医と副主治医の担当
をなるべく同数にする、月１回のミ
ーティングで治療方針の確認や相談
をする程度だという。厳しい縛りが
あるほうが、ネットワークがうまく

機能するケースも確か
にある。しかし、志の
共有さえできていれば
緩いつながりであって
も、いや緩いつながり
のほうが医師同士の関
係が良好になり、同じ
方向を見ていける場合
もあるだろう。

　安心の確保の意味では、ネットワ
ークをバックアップする、兵庫県立
がんセンター（以下、がんセンター）
の存在は大きい。
　がんセンターの池垣先生は、緩和
ケアセンター長、緩和ケア内科・麻
酔科部長として、終末期の連携のあ
り方を探ってきた。
「地域のがん患者をしっかり診ようと
がんばっておられる診療所の先生方
のために、がんや緩和ケアを専門と
する私たちにできることは何か。そ
う考えて在宅での診療で迷ったり困
ったりしたときなどに、いつでも電
話で相談できる緩和ケア相談ホット
ラインをつくりました」（池垣先生）
　2014年４月、がんセンターは４床
の緊急緩和ケア病床を備えた緩和ケ
アセンターを開設した。緩和ケアセ
ンターでは、緊急時のベッドの提供

（人）
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宅ですごす期間は、短期がほとんど。
がん末期の場合でも、できる限りの
ところまで自宅で療養し最期はやは
り病院で迎えるというケースは多い
ですし、逆に末期になって自宅に戻
られる場合もありますが、いずれに
しても私たちが診る期間は、ほぼ週
単位の短さです」（鈴木先生）
　そのため、延べ人数
ではなく継続的に診て
いる患者数では、がん
よりも慢性疾患のほう
が多いようだ。
「慢性疾患の患者さん
を長期にわたり在宅で
診ていく場合、我々を
助けてくださるのは協
力病院の先生方です。
急変時や検査が必要に
なったとき、ご家族が
介護に疲弊したときの
レスパイト入院など、
電話１本で入院を引き
受けてくださる協力病

院は心強い味方です」（平﨑先生）
　協力病院のひとつ、ふくやま病院
理事長の譜久山先生が話す。
「当院を含めて100～200床規模の４病
院が協力病院となっており、在宅患
者の情報は常に入手できるようにな
っていますから、何かあれば、いつ
でもベッドを提供できます」（譜久山
先生）
　ふくやま病院は、2016年の移転新
築後、病床の一部を地域包括ケア病
床や緩和ケア病床として確保してい
る（【資料３】）。他の協力病院でも、
当直室にネットワークあんしんの患
者リストを貼り、「このリストの患者
さんは、いつでも断らずに受け入れ
るように」と指示しているなど、協
力体制は万全だ。
「在宅で療養していても、最期は入院
を希望する患者さん、あるいはレス
パイト入院させたいというご家族な
ど、いずれは当院に入院予定の患者
さんをあらかじめ把握しておくこと
は、私たちにとってたいへん有意義
です。また、必要であれば当院の医
師が副主治医を務めるケースもあり
ます」（譜久山先生）
　入院や大きな検査を要する場合に

だけでなく、地域の診療所の医師に
向けた緩和ケア研修が行われ、さら
に病床登録した患者を診ている医師
や、研修を受けた医師向けの相談窓
口が設けられている。
「緊急の相談をいつでも受けられるよ
うに、携帯電話を肌身離さず持って
います。診療所の先生方に安心感を
与えられる存在になっていれば、う
れしい限りです」（池垣先生）
　ネットワークあんしんの稼動から
現在にいたるまで、がんセンターか
らネットワークあんしんに紹介され
た患者は、同ネットワークに新規で
紹介された患者数の約４割を占め、
また、ネットワークあんしんで受け
入れてきた疾患別の延べ人数の割合
では、悪性腫瘍が８割ほどにもなる
という（【資料２】）。

「ただ、がん緩和ケアの患者さんが在

その他　３

腎疾患　２

循環器疾患　３

呼吸器疾患　４

脳・神経疾患　６

悪性腫瘍
82

（％）
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〒673-0028
兵庫県明石市硯町2-5-55
TEL：078-927-1514

は協力病院が活躍するが、協力診療
所のサポートも、ネットワークあん
しんがうまく機能するためには欠か
せない。
　平﨑先生は循環器、鈴木先生は糖
尿病、井上先生は外科と消化器とい
った具合に、ネットワークの７人の
医師は、それぞれ専門や得意分野が
違うので、それを勘案して主治医や
副主治医を決めているのは前述した
とおりだが、欠けている泌尿器科、
皮膚科、歯科については、協力診療
所の専門医たちが、必要に応じて訪
問診療をしてくれる仕組みになって
いる。

　ネットワークあんしんには、医療
機関以外に、前述のとおり訪問看護
ステーションと薬局も加わっている。
薬局は、ネットワークあんしん参加
後に本格的な訪問薬剤管理指導を始
め、今では点滴やバルーンカテーテ
ルなどの医療材料の共同購入にも応
じてくれている。訪問看護ステーシ
ョンは、コーディネーターを務める

ところも含めて７つの
事業所が明石市の各エ
リアに点在しており、
医師の訪問診療の間を
埋めるかたちで患者の
ケアにあたっている。
　そして、これら施設
の診療所医師、病院医
師、看護師、薬剤師が
一堂に会するのが月１
回開かれる定例ミーテ
ィングだ（【資料４】）。
コーディネーターの司
会のもと、現在の患者
について各主治医が報
告し、看護師や薬剤師

が補足する。副主治医や他の専門医
からの質問や意見、アドバイスなど
もあり、率直で活発なやり取りがな
される。
「メンバーの誰もが、このミーティン
グを面倒がらずに、むしろ興味を持
って楽しんで参加してくださってい
るのも、ネットワークあんしんの特
徴でしょう」（井上先生）
　最後に、稼働開始から５年目を迎
えようとしているネットワークあん

しんの今後について、それぞれの先
生方に取り組むべき課題やビジョン
を伺った。
「明石市の東西に長い地理的条件の中
で、東寄りエリアの在宅医療をもう
少し充実させて、全市で『在宅医療
は安心』と言えるような状況になれ
ばと思います」（井上先生）
「明石市と似たようなバックグラウン
ドを持つ地域の医療関係の方々には
在宅医療連携のひとつのモデルとし
て、参考にしていただけるのではな
いでしょうか」（譜久山先生）
「今後の課題のひとつは、情報共有ツ
ールです。
　今は、メールとファクス、急ぎの
場合は電話でのやり取りをしていま

すが、ICT時代ですから、何かより
効率的で確実で安全なツールがない
か、現在いろいろと模索していると
ころです」（鈴木先生）
「当院では、ケアマネジャーの皆さん
に向けた勉強会を随時、開催してい
ますが、地域の介護関連の方々全般
のレベルアップを図って、医療と介
護・福祉の間のギャップを埋め、連
携を進めていきたいと思います」（平
﨑先生）
　ネットワークあんしんは、お互い
の信頼関係をベースに、地域の患者
のさらなる安心のため、今後も意欲
的に活動を展開していくだろう。

〒674-0081
兵庫県明石市魚住町錦が丘4-7-2
TEL：078-959-8326

〒673-8558
兵庫県明石市北王子町13-70
TEL：078-929-1151

〒673-0041
兵庫県明石市西明石南町2-21-1
TEL：078-922-3595

〒674-0074
兵庫県明石市魚住町清水2265
TEL：078-942-8811
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　名古屋第二赤十字病院（以下、第
二赤十字病院）では、総合内科がリ
ウマチ診療を担っている。
　同科部長の横江先生が、その経緯
について語る。

「2006年に総合内科が開設され、不明
熱を扱う中で、突きつめるとリウマ
チ性疾患と判明し、整形外科のリウ
マチ専門医にバトンタッチするケー
スが多くありました。
　そこで、2010年ごろから当科でも
より本格的にリウマチ診療に取り組
み始め、整形外科との協働が増えて

いったのですが、2015年に整形外科
のリウマチ専門医が退職してしまい
ました」（横江先生）
　しかし、名古屋市内での第二赤十
字病院の存在感は大きく、リウマチ
専門医がいないとわかっていても頼
ってくる患者は絶えず、総合内科が
リウマチ診療に対応することになる。
当初は不安もあったそうだ。
「私たち内科医は、手足を触る、関節
を診ることには不慣れです。自分た
ちの診療は正しいのかどうか、採点
者、つまりリウマチ専門医がいない
状態では、正直、迷う場面もありま
した」（横江先生）
　なんとか診療の質を上げなければ
との思いから、横江先生が考えたの
が、高い専門性を持つ地域の整形外

総合内科医とリウマチ専門医のプロ同士が
それぞれの役割をまっとうして成立する連携。

Point of View

横江先生 斉藤先生

Practice of Network

3

横江 正道先生 斉藤 究先生

日本赤十字社名古屋第二赤十字病院
第二総合内科部長

医療法人名古屋究佳会
さいとう整形外科リウマチ科院長

取材日：2017年４月26日
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科診療所との連携だった。
　そして現在、さいとう整形外科リ
ウマチ科院長の斉藤先生との信頼関
係が、もっとも強固になっていると
いう。
　斉藤先生は、整形外科医としては
異色の経歴を持つ。
「幅広く診療できる医師になりたいと
思い、大学卒業後、内科で２年、そ
の後、救急で１年の研修を終えてか
ら専門に整形外科、サブスペシャリ
ティとしてリウマチ性疾患を選択し
たのです」（斉藤先生）
　斉藤先生が内科や救急の経験を持
っていたゆえに総合内科の立ち位置
についての理解もあり、連携がより
スムーズになった側面もあったに違
いない。
「診断の難しい患者さんは、斉藤先生
に紹介して、検査からお願いしてい
ます」（横江先生）
「当院で可能な検査はすべて行い、リ
ウマチ性疾患の確定診断をつけ、治
療方針のオピニオンやサジェスチョ
ンを添えて、横江先生にお返しする
ようにしています」（斉藤先生）
　つまり、ここでは診療所から病院
への紹介とは逆パターンの「紹介」
が行われているのだ。
「患者さんが、当科に戻ってくるのと
同時に、診断や治療に関するたいへ
ん的確なフィードバックをいただけ
るので、当科においても質の高いリ
ウマチ診療が可能になっています」
（横江先生）

　横江先生と斉藤先生がリウマチ診
療で最重視しているのは早期診断。
さらに、それに貢献するのが関節エ
コー検査であるとの共通認識も持っ
ている。

「メトトレキサート（MTX）や生物
学的製剤の登場以降、リウマチ性疾
患は、早期に治療を開始すれば寛解
をめざせるようになりました。そこ
で、早期の症状を簡便かつ正確に判
定できる検査として関節エコーに注
目しました。
　一般的に整形外科の外来では、エ
コーは馴染みのない検査です。しか
し、私は内科や救急での研修を通し
て、その扱いには慣れていたので、
リウマチ診療においても早い時期か
ら関節エコーをとり入れたのです」
（斉藤先生）
　血液検査と関節の触診は、リウマ
チ診断における基本中の基本で、経
験豊富な専門医の触診の精度は、相
当なものだとされる。
　近年では、これらにさまざまな画
像検査を組み合わせて診断が行われ
ている。
「関節エコーは、関節内の血流を測 
定し、きわめて早期の病状の把握を
可能にします。簡便に検査を行える
ので、患者さんと画像を見ながら話
し合って、その場で治療方針を立て
ることもできます。
　X線も有効な検査ですが、画像に
写る穴は、すでに関節の破壊が始ま
っている証拠。つまり、X線画像が
関節破壊が始まったあとの像を写す
のに対し、エコー画像は関節が破壊
される前の段階の炎症までも示せる
のです。
　関節エコーは再現性に課題がある
との指摘がありますが、一つひとつ
の関節をきちんと丁寧にチェックす
る技術があれば、ベテラン専門医の
触診に勝るとも劣らない精度で、ご
く早期、あるいはごく軽度の滑膜炎
さえ見つけ出せます」（斉藤先生）
　腫れや痛みがない滑膜炎も、エコ
ーでなら見逃されない。また、早期
診断以外に、もうひとつ関節エコー

が活躍する大事な場面があると両先
生は言う。
「寛解の判断をするときです。前述の
ようにリウマチ性疾患は寛解を望め
るようになり、バイオフリー（生物
学的製剤を止める）やドラッグフリ
ー（薬物療法を止める）さえめざせ
るほどに進んできています。
　となると、真の寛解を見きわめる
目が必要になります。『寛解のように
見えるが本当にそうなのか』などの
見きわめの際に有効なのが、やはり
関節エコーです」（横江先生）
「したがって、第二赤十字病院と当
院が連携して診療している患者さん
については、超早期の診断とともに 
真の寛解の判断も、当院のエコー検
査で行っています」（斉藤先生）
　それにしても横江先生と斉藤先生
の意気投合振りはすばらしく、互い
への心からの敬意が感じられた。
「総合内科医の重要な役割のひとつは
診断のなかなかつかない患者さんの
疾患が何かを突き止め、必要であれ
ば安心してお任せできる専門医に引
き継ぐことでしょう。
　必要なときに頼るべき専門医がい
るなら、病院から診療所への紹介だ
としても、無意味なプライドを振り
かざさず、きちんと患者さんを送る
のが我々の責務だと思っています」
（横江先生）
　横江先生の姿勢には、総合内科医
の真髄が見て取れた。真のプロフェ
ッショナル同士だからこそ、患者に
とってベストの治療のための連携が
成立しているのだろう。

　専門医でなければ診断から治療、
寛解の見きわめまで、非常に難しい
リウマチ性疾患。そのため、第二赤
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れれば、実際に「燃えている」所見
を診ることまでを行う実践的な内容
だという。
「ハンズオンセミナーを経験した後、
もっと深くリウマチ性疾患について
学びたいとの希望を持った研修医が
いた場合は、１ヵ月間、さいとう整
形外科リウマチ科にお預けしていま
す」（横江先生）
「この長期の研修になると、日常の診
療に立ち会ってもらいますので、問
診から始まる筋骨格系の診療のすべ
てを体験できます。
　慣れてきたら『触診をしてみて』
とか、『私が診る前にエコーを当て 
ておいて』といった具合に、診療を

任せる場合もあります」（斉藤先生）
　この１ヵ月研修を受けた後期研修
医はすでに２名いる。そして、次の
段階として横江先生は、臨床検査技
師の教育についての連携も考えてい
るそうだ。
「今、いよいよ当院でも『関節エコー
を積極的にやっていこう』との気運
が高まってきており、これまで以上
に頻繁に関節エコーを使える体制が
整ってきました。
　治療経過のフォローアップの関節
エコー検査は、検査部門の臨床検査
技師に担当してもらうので、彼らも
斉藤先生のハンズオンセミナーに送
り出す予定です」（横江先生）

十字病院と、さいとう整形外科リウ
マチ科は、教育においても連携を図
っている。
　実は、さいとう整形外科リウマチ
科では、設立間もないころからリウ
マチ診療のハンズオンセミナーを実
施しており、独立行政法人国立病院
機構名古屋医療センターや、愛知医
科大学病院、近隣の診療所などから
多くの若手医師が参加している。第
二赤十字病院総合内科の後期研修医
も同様に、このセミナーで学んでい
るのだ。
　セミナーはショートレクチャーと、
触診から関節エコーのプローブの当
て方などの実技、患者の了解を得ら

　BOOLEAN REMISSIONを達成していても、左３趾の骨びらん進行が見られた。

〈40歳女性〉

On　MTX8㎎

CRP 0.3　ESR　20～30
MMP-3　35～59
PtGA　0
DrGA　10
DAS28ESR4　2.38（<2.6）
 （ESR30にて計算） 
SDAI　2.0（＜3.3）
CDAI　2.0（＜2.8）
BOOLEAN REMISSION

　BOOLEAN REMISSION
も達成している症例で、日常
の痛みもなく、生活可能。
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　現状では、１病院と１専門診療所
との連携だが、２人の医師は、さら
に先を見据えている。
「リウマチ性疾患の診断や、治療の大
きな進化に対して関心が薄い診療所
は、まだ多いと感じています。今後
はこの連携を足がかりに、そうした
診療所の先生方に働きかけ、診診連
携の構築を図り、連携によってひと
りでも多くの患者さんを救いたいと
考えています」（斉藤先生）
　リウマチ性疾患に関心を寄せる医
師が増え、躊躇なく専門医に診断を

託すことで、早期の診断や治療開始
が可能になる。
　また、連携の輪を広げ、徐々にで
も治療にたずさわる診療所が多くな
り、市民も巻き込みながら地域全体
のリウマチ診療のレベルが上がる。
斉藤先生だけでなく横江先生も、そ
んな未来を思い描いている。
「医療関係者はもちろん、患者さんや
市民への啓発活動にも力を入れてい
きたいですね。公開講座の開催や誰
にでも理解しやすいパンフレットの
作成など、お互いにどんどんアイデ
アを出し合っていきましょう。
　せっかく、検査も薬剤も進歩して
寛解を望めるようになったリウマチ

診療です。より多くの医療者、患者
さんにその現状を知ってもらえるよ
う努力することも、私たちの連携の
務めだと思います」（横江先生）

〒466-8650
愛知県名古屋市昭和区妙見町2-9
TEL：052-832-1121

〒465-0097
愛知県名古屋市名東区平和が丘1-10
TEL：052-776-3110

　骨びらん進行を認めたため関節エコーを実施すると、左第３趾のみで
なく右足趾にも活動性滑膜炎が残存していた。

　治療強化により速やかな滑膜炎
消失が見られた。
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